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町田市課別・事業別行政評価シート 
 
 
 
はじめに 

 
本市では、2012 年 4 月から、市町村としては全国で初めて、複式簿記・発生主義の考え方を加

えた企業会計に近い新公会計制度を導入するなど、全国的に先行した取り組みを進めて参りまし

た。 

 
新公会計制度を用いた取り組みの一つとして、本市では「課別・事業別行政評価シート」を整

備しております。2015 年度決算においても、「課別・事業別行政評価シート」を地方自治法第

233 条第 5 項の規定による「主要な施策の成果に関する説明書」としましてご報告をさせていた

だきます。 
 
「課別・事業別行政評価シート」では、組織の使命、事業目的、事業の成果等の情報を交えた

分析を行うことで 
 事業の成果と関連づけた行政コスト 
 行政コストの経年比較 

 単位あたりの行政コストによる効率性の分析 
 事業のストックについての財務情報 
 事業類型別の財務分析 
 財務分析で明らかになった課題 
などの情報を整備することができます。また、すべての組織でシート 
を作成しておりますので、町田市の各組織がどのような成果を挙げて 
いるかなどをご覧いただくことができます。 
 

これらにより、本市が取り組んできた施策やコスト削減策が、成果や行政コストにどのような

効果を与えているかについて、より詳細な検討を行うことができます。 
今後も新公会計制度を活用した取り組みを、本市の市政運営に活かしていきます。 
 

 
   

町田市長　石阪　丈一
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野津田公園事業 【事業類型 1:施設運営受益者負担型】 428
小野路公園事業 【事業類型 1:施設運営受益者負担型】 430
薬師池四季彩の杜事業 【事業類型 2:施設運営型】 432
都市公園事業 【事業類型 2:施設運営型】 434
ふるさとの森事業 【事業類型 4:その他型】 436

下水道部
下水道総務課 下水道総務費 【事業類型 c:その他型】 440
下水道整備課 浄化槽普及管理費 【事業類型 c:その他型】 442

し尿処理費 【事業類型 f:事業型(受益者負担)】 444
下水道整備費 【事業類型 c:その他型】 446

下水道管理課 下水道管理費 【事業類型 a:施設所管型】 448
下水道管理課・下水道整備課 汚水管渠事業 【事業類型 2:施設運営型】 450

雨水管渠事業 【事業類型 2:施設運営型】 452
水再生センター 処理場費 【事業類型 a:施設所管型】 454

成瀬クリーンセンター事業 【事業類型 2:施設運営型】 456
鶴見川クリーンセンター事業 【事業類型 2:施設運営型】 458

政策経営部
企画政策課 企画費 【事業類型 c:その他型】 462
経営改革室 行政経営改革費 【事業類型 c:その他型】 464
秘書課 秘書事務費 【事業類型 c:その他型】 466
広報課 広報費 【事業類型 c:その他型】 468

広報紙・誌発行事業 【事業類型 4:その他型】 470
広聴課 広聴費 【事業類型 c:その他型】 472

コールセンター運営事業 【事業類型 4:その他型】 474
庁舎総合案内運営事業 【事業類型 4:その他型】 476
市民相談事業 【事業類型 4:その他型】 478

総務部
総務課 総務管理費 【事業類型 c:その他型】 482

文書管理事業 【事業類型 4:その他型】 484
事務機械事業 【事業類型 4:その他型】 486

法制課 法務費 【事業類型 c:その他型】 488

行政経営分野
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職員課 人事管理費 【事業類型 c:その他型】 490
職員研修事業 【事業類型 4:その他型】 492

市政情報課 市政情報管理費 【事業類型 c:その他型】 494
統計調査費 【事業類型 c:その他型】 496

情報システム課 情報システム費 【事業類型 c:その他型】 498
工事品質課 工事検査費 【事業類型 c:その他型】 500

財務部
財政課 財政管理費 【事業類型 c:その他型】 504
管財課 財産管理費 【事業類型 c:その他型】 506

車両管理事業 【事業類型 4:その他型】 508
庁舎活用課 庁舎管理費 【事業類型 a:施設所管型】 510
営繕課 営繕管理費 【事業類型 c:その他型】 512
契約課 契約管理費 【事業類型 c:その他型】 514
市民税課 市民税等賦課管理費 【事業類型 c:その他型】 516
資産税課 資産税等賦課管理費 【事業類型 c:その他型】 518
納税課 納税管理費 【事業類型 b:債権管理型】 520

収納事業 【事業類型 4:その他型】 522
滞納整理事業 【事業類型 4:その他型】 524

会計課 会計管理費 【事業類型 c:その他型】 528

選挙管理委員会事務局 選挙費 【事業類型 c:その他型】 530

監査事務局 監査費 【事業類型 c:その他型】 532

議会事務局 議会費 【事業類型 c:その他型】 534

巻末用語解説 536
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 課別・事業別行政評価シートは、「課別行政評価シート」「事業別行政評価シート」「会計別行政

評価シート」で構成されています。 
 

「課別行政評価シート」は、町田市の全ての課において作成しています。原則として一つの課で

一つの歳出目となっていますが、１課で複数の歳出目となっている場合もあります。作成は歳出目

単位です。 
「事業別行政評価シート」は財務上の観点から特に検討を要する特定事業について作成していま

す。その他、3 つの特別会計について「会計別行政評価シート」を作成しています。  
 

 ◎作成対象 

 

 ◎各部における「課別・事業別行政評価シート」の構成 

各部の「課別・事業別行政評価シート」は、所属する課の単位で、「課別行政評価シート」（歳出

目単位）、「事業別行政評価シート」（特定事業単位）の順番で掲載しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

課別行政評価シート 110 事業

事業別行政評価シート 119 事業

会計別行政評価シート 3 事業

合計 232 事業

○○部 □□課 Ａ費 ａ事業

△△課 Ｂ費

ｂ事業

ｂ''ｂ事業

☆☆課

Ｃ費

Ｄ費 ｄ事業

課別行政評価シート 事業別行政評価シート

課別・事業別行政評価シートの作成対象
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課別・事業別行政評価シートは、事業の特性に即した分析を行うため、課別行政評価シートを

３つの類型に、事業別行政評価シートを４つの類型 に分類し、それぞれの類型ごとに分析を行い

ました。 
 
 

 

課別（会計別）行政評価シート（１１３）

所管施設を

持っている課（１９）

債権管理が財務上

重要となる課（４）

その他の課

（７０）

【事業類型ａ】 施設所管型 【事業類型ｂ】 債権管理型 【事業類型ｃ】 その他型

所管施設があ

り、受益者負担

がある事業的

な課（１６）

特定事業類型１

で分析

【事業類型ｄ】

所管施設があり、

受益者負担がな

い事業的な課

（３）

特定事業類型２

で分析

【事業類型ｅ】

受益者負担あり

（２５）

【事業類型１】

施設運営受益者負担型

受益者負担型

（５）

【事業類型３】

受益者負担型

施設運営型

その他

(４４)

【事業類型４】

その他型

事業別行政評価シート（１１９）

【事業類型２】

施設運営型

受益者負担なし

（４５）

受益者負担が

ある事業的な課

（１）

特定事業類型３

で分析

【事業類型ｆ】

事業的な課

事業類型別の分類
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Ⅰ.組織概要

Ⅲ.事業の成果

Ⅳ.財務情報

①行政コスト計算書 （単位:千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

主な

増減理由

重度障がい者通所施設整備への補助を行ったことにより、障がい者福

祉施設整備費補助金が158,743千円増加。対象施設利用延人数が

13,778人から14,065人に増加したことなどにより、障がい者日中活動

系サービス推進事業補助金が16,313千円増加。

主な

増減理由

市内５地域に「障がい者支援センター」を設置したことにより、障がい者

相談支援事業委託料が40,011千円増加。

勘定科目 補助費等 勘定科目 物件費

決算額の

主な内訳

障がい者日中活動系サービス推進事業補助金　340,595千円

国庫負担金・補助金返還金　268,327千円

都負担金・補助金返還金　183,703千円

障がい者福祉施設整備費補助金　160,726千円

障がい児者福祉施設借上費補助金　38,750千円など

決算額の

主な内訳

わさびだ療育園管理運営委託料　146,304千円

大賀藕絲館管理運営委託料　97,806千円

美術工芸館管理運営委託料　99,788千円

障がい者相談支援事業委託料　40,011千円

障がい者就労・生活支援事業委託料　39,775千円など

決算額の

主な内訳

障害者自立支援給付費等（国制度）　7,008,874千円

心身障害者福祉手当（都制度）　756,927千円

障害児通所給付費等（国制度）　619,216千円

特別障害者手当等（国制度）　294,057千円

心身障がい者通院交通費助成費（市制度）　21,708千円など

決算額の

主な内訳

障害者自立支援給付費国庫負担金　3,754,572千円

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負

担金　329,064千円

障害者医療費国庫負担金　218,497千円

特別障害者手当等給付費国庫負担金　220,701千円など

主な

増減理由

障害福祉サービス利用者の増加などにより、障害者自立支援給付費

等が556,130千円、障害児通所給付費等が178,563千円増加。 主な

増減理由

障害者自立支援給付費等の増加により、障害者自立支援給付費国

庫負担金が417,639千円増加。障害児通所給付費等の増加により、

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負

担金が64,780千円増加。

当期収支差額 (e)+(h) △ 2,883,393 △ 2,699,482 △ 3,269,662 △ 570,180

勘定科目 扶助費 勘定科目 国庫支出金

特別収入 小計 (f) 0 0 0 0

特別収支差額 (f)-(g)=(h) 0 0 0 0

△ 2,883,393 △ 2,699,482 △ 3,269,662 △ 570,180

特別費用 (g) 0 0 0 0

0 0 0 0

行政費用 小計 (b) 10,331,296 10,669,954 11,922,081 1,252,127 通常収支差額 (c)+(d)=(e)

△ 2,883,393 △ 2,699,482 △ 3,269,662 △ 570,180

賞与･退職手当引当金繰入額 23,433 37,517 72,977 35,460 金融収支差額 (d)

7,447,903 7,970,472 8,652,419 681,947

不納欠損引当金繰入額 0 0 0 0 行政収支差額 (a)-(b)=(c)

249,935 269,274 280,218 10,944

減価償却費 29,269 35,015 35,012 △ 3 行政収入 小計(a)

0 0 0 0

補助費等 914,032 772,432 1,128,335 355,903 その他

0 0 0 0

扶助費 8,529,344 8,941,954 9,718,294 776,340 使用料及手数料

3,388,499 3,562,313 3,755,588 193,275

維持補修費 6,454 13,959 29,314 15,355 分担金及負担金

うち委託料 458,407 483,364 525,785 42,421 都支出金

物件費 465,304 492,448 534,730 42,282 国庫支出金

3,010 保険料 0 0 0 0

行

政

収

入

地方税 0 0 0 0

3,809,469 4,138,885 4,616,613 477,728

行

政

費

用

人件費 363,460 376,629 403,419 26,790

うち時間外勤務手当 23,816 32,132 35,142

A B B-A A
勘定科目

2013年度 2014年度 2015年度 差額

B B-A

成

果

の

説

明

◆障害者総合支援法、児童福祉法に基づき、障がい者の方が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように在宅、通所、入所に関する障害福祉

サービスの提供や、更生医療費、補装具費の給付等を行いました。

◆町田市障がい者就労・生活支援センターにおける就労支援活動の取り組みや、就労生活支援センター連絡会における情報共有を通じて就労支援を進めた

結果、2015年度に52人の障がい者の方が一般就労しました。

◆2015年度に町田市障がい者施策推進協議会を5回、障がい者計画部会を5回開催し、障害者基本法第11条に基づき障がい者施策の基本的な理念や方向

性を定める「第５次町田市障がい者計画」（計画期間：2016年4月～2021年3月末）を策定しました。

◆医療的ケアを必要とする重度障がい者の方へ包括的な支援が可能となる、多機能型施設の施設整備費用に対する補助を行いました。

◆障がい者の方やその家族が住み慣れた地域で身近に相談でき、安心して生活し続けられるよう、よりきめ細かく継続的な相談支援体制を整備するため、市内

５地域（堺、忠生、鶴川、町田、南地域）に相談支援拠点となる「障がい者支援センター」を民間事業所への委託により設置しました。

勘定科目
2013年度 2014年度 2015年度 差額

実績 14 20 20

―
―

町田市障がい者施策推進協議会、及び、障がい者計画部

会、障がい福祉事業計画部会、就労・生活支援部会、相談

支援部会、障がい児部会の開催回数

町田市障がい者施策推進協議

会・部会開催回数
回

目標 ― ―

実績 60 54 52 (2016年度)
就労した障がい者数 人

目標 (60) (60) (60) 60 一般就労した障がい者数

実績 6,911,258 7,295,084 8,033,383
―

障害者自立支援給付費、障害児通所給付費、更生医療

費、補装具費等の合計額（うち概ね1/4が市負担）障がい者サービス給付費給付額 千円
目標 ― ― ―

Ⅱ.2014年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

◆障がい者福祉費では、行政費用の約84％にあたる扶助費や、約7％にあたる補助費等について、国・都制度に基づく義務的な支出が多くを占めています。2014

年度には、市の裁量の余地がある事業や市の単独事業について事業のあり方や制度の見直しの検討を行い、一部の事業について2015年度当初予算に反映させま

したが、見直しに伴う影響や効果を検証しながら、他の事業についても引き続き事業のあり方を検討していく必要があります。

◇事業用資産については、資産老朽化比率が54.4％に達し、所管施設の維持管理が課題となっています。2014年度には、土地や建物の貸付を行っている施設の

維持管理のあり方について整理を行い、現在市で負担している清掃等の日常的な維持管理費用について施設運営団体との協議を行い、一部の費用について2015

年度から見直しを行いましたが、引き続き施設の適正な維持管理について協議や見直しを検討していく必要があります。

成果指標名 単位 区分 2013年度 2014年度 2015年度 目標(達成時期) 成果指標の定義

障がい者福祉費

事業類型 a:施設所管型

組織

の

使命

サービス提供事業所や医療機関と連携して、障がいのある方、及びそのご家族に障がい福祉に関わるサービスをご案内し、必要とするサービスを利用してい

ただくことによって、経済的負担・介護負担を軽減し、生活の質の維持・向上を目指します。また、困りごとを相談しやすい体制を整えることで、障がい福祉サー

ビス等を利用して不自由なく地域生活を送ることができるように支援します。

所

管

す

る

事

務

◆身体障がい者及び知的障がい者の福祉サービスに関すること

◆精神保健福祉サービスに関すること

◆障害者総合支援法の障害福祉サービス及び地域生活支援事業に関すること

◆児童福祉法の障害児通所給付に関すること

◆障がい福祉施設の整備、維持、補助金に関すること

◆障がい福祉施設及び障がい福祉団体との連絡調整に関すること

2015年度 課別行政評価シート 部名 地域福祉部 課名 障がい福祉課 歳出目名

この課が、誰のた

めにどのように役

立つのかを簡潔

に記載しています。

組織の使命

行政コスト計算書

に計上されている

特徴的な勘定科

目について、決算

額の主な内訳と

主な増減理由を

記載しています。

行政コスト計算書

の特徴的事項

課別行政評価シートの記載内容

課の全体的な成果

を表す指標につい

て、目標と実績に

分けて記載してい

ます。

併せて、成果の説

明をしています。

事業の成果
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③貸借対照表 （単位:千円）

④貸借対照表の特徴的事項

⑤キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）

Ⅴ.財務構造分析

▽行政費用の性質別割合

Ⅵ.個別分析

▽資産老朽化比率の推移

▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅶ.総括

①成果および財務の分析

61.4

◆障害者自立支援給付費等の増加により扶助費が776,340千円、医療的ケアを必要とする重度障がい者通所施設整備への補助などにより補助費等が355,903千

円、「障がい者支援センター」開設などにより物件費が42,282千円、2014年度と比較してそれぞれ増加しています。扶助費等が年々増加しているため、市の単独事

業や裁量の余地がある事業について、2014年度から事業のあり方の検討や制度の見直しを行った結果、扶助費のうち心身障がい者通院交通費助成費は2014年

度と比較して20,275千円減少しています。また「障がい者支援センター」開設に伴い、2016年度から2017年度にかけて職員数が減少する予定のため、行政費用の

性質が人件費から物件費へ今後シフトしていく見込みです。

◆資産老朽化比率が年々増加しており、維持補修費は2014年度と比較して15,355千円増加しています。今後も維持補修費の増大が見込まれるため、土地や建物

といった事業用資産の貸付を行っている所管施設の日常的な維持管理費用の負担について施設運営団体との協議を行い、一部の費用について2015年度から施

設運営団体の負担へ見直しを行った結果、2015年度は2014年度決算額で1,242千円分の物件費を削減しました。
②2015年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

◆障がい者福祉費では、行政費用の約82％にあたる扶助費や、約10％にあたる補助費等について、国・都制度に基づく義務的な支出が多くを占めていますが、

2014年度から市の単独事業や裁量の余地がある事業について制度の見直し等を行い、扶助費や補助費等の一部については2014年度と比較して減少しています。

他の事業についても引き続き事業のあり方を検討していく一方、見直しに伴う効果や市民サービスへの影響を検証し、適切なサービス水準を確保する必要がありま

す。

◇事業用資産については資産老朽化比率が55.9％に達し、所管施設の維持管理が課題となっています。日常的な維持管理費用の負担について引き続き施設運

営団体と協議を行い、見直しを検討していく必要がありますが、中長期的な視点に立った維持補修・改修等について検討していく必要があります。

2014年度 歳出目　合計 48.0 0.0 3.0 8.1 2.3

15.0 16.7

2015年度 歳出目　合計 50.0 0.0 2.0 8.1 2.5 62.6 61.4

0.4 6.5 4.6

その他障がい者福祉事務 12.8 1.6 0.6

18.6

心身障がい者福祉事務 4.5 0.8 1.1 6.4 7.0

0.5 14.5 14.5

障がい福祉相談事務 15.9 0.7 3.3 0.3 20.2
内

訳

障がい者サービス給付事務 11.7 0.3 2.0

障がい福祉管理事務 5.1 1.0

2015 2014

(フルタイム) (短時間) 合計 合計

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 3,054,252

一般財源充当調整額 3,054,252

業務内容 常勤
再任用 再任用

嘱託 臨時

行政サービス活動収支差額(a) △ 3,210,999 社会資本整備等投資活動収支差額(b) 99,547 財務活動収支差額(c) 57,200

行政サービス活動支出 11,863,428 社会資本整備等投資活動支出 0 財務活動支出 0

行政サービス活動収入 8,652,429 社会資本整備等投資活動収入 99,547 財務活動収入 57,200

勘定科目 金額 勘定科目 金額 勘定科目 金額

主な

増減理由

主な

増減理由

授産センターエレベータ更新工事により

22,140千円増加。 主な

増減理由

決算額の

主な内訳

町田ダリア園　2,343,783千円

町田リス園　587,168千円

わさびだ療育園　191,739千円

育苗所　85,331千円

ゆめ工房　67,714千円など

決算額の

主な内訳

大賀藕絲館　464,066千円

わさびだ療育園　260,487千円

町田ダリア園　197,319千円

町田リス園　171,405千円

授産センター　141,358千円など

決算額の

主な内訳

町田蓮座 140千円

町田藕絲織　118千円

町田蓮紙　116千円　（以上商標権）

紅花及び乱花粉末による染色法　15千

円（以上特許）　※大賀藕絲館事業

勘定科目 土地(事業用資産) 勘定科目 建物(事業用資産) 勘定科目 無形固定資産(事業用資産)

3,867,249 △ 93,722

資産の部合計 4,266,830 4,253,948 △ 12,882 負債及び純資産の部合計 4,266,830 4,253,948 △ 12,882

その他の固定資産 211 0 △ 211 純資産の部合計 3,960,971

建設仮勘定 0 0 0

無形固定資産 0 0 0

386,699 80,840

工作物(取得価額) 0 0 0 純資産 3,960,971 3,867,249 △ 93,722

0 0 0

土地 0 0 0 負債の部合計 305,859

イ

ン

フ

ラ

資

産

有形固定資産 0 0 0 長期前受金

工作物減価償却累計額 0 0 0

0 0

無形固定資産 389 389 0 繰延収益 0 0 0

退職手当引当金 290,911 312,961 22,050

工作物減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0

79,250

建物減価償却累計額 △ 833,509 △ 868,310 △ 34,801 地方債 0 57,200 57,200

0 0 0

建物 (取得価額) 1,544,534 1,566,674 22,140 固定負債 290,911 370,161

賞与引当金 14,948 16,538 1,590

土地 3,554,685 3,554,685 0 その他の流動負債

固

定

資

産

事

業

用

資

産

有形固定資産 4,265,710 4,253,049 △ 12,661

工作物(取得価額) 0 0 0

0

その他の流動資産 0 0 0 地方債 0 0 0

14,948 16,538 1,590

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0

流

動

資

産

未収金 520 510 △ 10 流動負債

2014年度末 2015年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
勘定科目

2014年度末 2015年度末 差額
勘定科目

52.1% 54.4%
55.9%

46.3% 48.5%
50.7%

32.0%
34.0% 36.0%

62.1% 64.8%
67.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

2013 2014 2015

所管施設全体 大賀藕絲館 わさびだ療育園 町田ダリア園

0.034

人件費

0.035

人件費

0.035

人件費

0.045

物件費

0.046

物件費

0.045

物件費

0.002

維持補修費

0.001

維持補修費

0.001

維持補修費

0.815

扶助費

0.838

扶助費

0.826

扶助費

0.095

補助費等

0.072

補助費等

0.088

補助費等

0.003

減価償却費

0.003

減価償却費

0.003

減価償却費

0.006

その他

0.005

その他

0.002

その他

2015

2014

2013

貸借対照表に計上さ

れている特徴的な勘定

科目について、決算額

の主な内訳と主な増減

理由を記載しています。

貸借対照表の

特徴的事項

現金収支の状況を把

握するため、課別行政

評価シートではキャッ

シュ・フロー計算書を

記載しています。

キャッシュ・フロー

計算書

事業類型ごとの個別分

析を行います。ここでは、

資産老朽化比率の推移

をグラフ化して、今後の

施設老朽化対策に役立

てます。

当年度の取組みを振り返り、成果と財務情報

を交えて総括をしています。

成果および財務の分析

「成果および財務の分析」を受けて、組織の使命

を実現するための課題を記載しています。短期的

な課題は”◆”で、中長期的な課題は”◇”で記載

されています。

「成果および財務の分析」を踏まえた

事業の課題

行政費用の性質

別割合をグラフで

示すことにより、ど

のような費用が中

心の課（歳出目）で

あるかがわかりま

す。また、３ヵ年の

棒グラフにすること

により、経年比較

をすることができま

す。

行政費用の

性質別割合

事業の成果と人員

の情報を対比するこ

とにより、成果に見

合った人員かどうか

の分析や、人員の

種別が適切かどうか

を分析します。

※嘱託員、臨時職員に

ついては、総稼働時間を

標準稼働時間で割り返し
て人員を算定しています。

個別分析

事業に関わる人員
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Ⅰ.事業概要

Ⅲ.事業の成果

Ⅳ.財務情報

①行政コスト計算書 （単位:千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

③単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、各年度の「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

2014

2013

2015

2014

2013

2015

50,056,100 824,750

2013 20 49,231,350

単位あたりコストの増減理由

中学校1校あたりのコスト 校

2015 20 50,867,400 811,300 2014年度の改修工事により建物取得額が増加し、それに伴い減価償却費が増加し

たことにより、１校当たりのコストは811,300円増額しました。2014 20

主な

増減理由

防音補助事業（南中学校仮設校舎分）1年度目開始により22,960千

円増加。

2014年度で防音補助事業（町田第三中学校仮設校舎仮設分）2年度

目が終了したことにより、61,253千円減少。

主な

増減理由

金井中学校・小山田小学校校庭芝生化工事（備品）完了により、

3,413千円増加。

2014年度で成瀬台中学校校庭芝生化工事（備品）が完了したことに

より、513千円減少。

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 対前年度

勘定科目 国庫支出金 勘定科目 都支出金

決算額の

主な内訳

防音補助事業（南中学校仮設校舎分）22,960千円
決算額の

主な内訳

緑の学び舎づくり実証実験事業補助金（金井中学校校庭芝生化工事

（備品））1,707千円

緑の学び舎づくり実証実験事業補助金（小山田中学校校庭芝生化工

事（備品））1,706千円

決算額の

主な内訳

南中学校防音工事に伴う仮設校舎賃貸借 42,252千円

鶴川中学校設備管理業務委託（長期継続契約）　　26,395千円

町田第一中学校温水プール設備管理業務委託（長期継続契約）

11,218千円など

決算額の

主な内訳

町田第一中学校外14校消防用設備修繕　　2,433千円

南中学校砂ろ過装置ろ材交換工事　　　　　　1,814千円

鶴川第二中学校防球フェンス設置工事　　　1,200千円

町田第一中学校３階少人数教室増設工事　 1,163千円など

主な

増減理由

2014年度で町田第三中学校防音工事に伴う仮設校舎賃貸借の契約

が完了したことにより、60,222千円減少。

南中学校防音工事に伴う仮設校舎賃貸借の契約開始により42,252千

円増加。

主な

増減理由

2014年度で忠生中学校体育館空調用熱源機器更新工事が完了した

ことにより、13,716千円減少。

町田第一中学校プール給湯管漏水修繕が完了したことにより1,202千

円減少。

当期収支差額 (e)+(h) △ 1,099,885 △ 1,064,468 △ 1,108,929 △ 44,461

勘定科目 物件費 勘定科目 維持補修費

特別収入 小計 (f) 696 0 0 0

特別収支差額 (f)-(g)=(h) 696 0 △ 4,557 △ 4,557

△ 1,100,581 △ 1,064,468 △ 1,104,372 △ 39,904

特別費用 (g) 0 0 4,557 4,557

△ 137,547 △ 125,112 △ 113,397 11,715

行政費用 小計 (b) 984,627 1,001,122 1,017,348 16,226 通常収支差額 (c)+(d)=(e)

△ 963,034 △ 939,356 △ 990,975 △ 51,619

賞与･退職手当引当金繰入額 604 2,082 6,961 4,879 金融収支差額 (d)

21,593 61,766 26,373 △ 35,393

不納欠損引当金繰入額 0 0 0 0 行政収支差額 (a)-(b)=(c)

0 0 0 0

減価償却費 724,650 719,451 762,631 43,180 行政収入 小計(a)

0 0 0 0

補助費等 0 0 0 0 その他

0 0 0 0

扶助費 0 0 0 0 使用料及手数料

0 513 3,413 2,900

維持補修費 127,940 107,058 84,996 △ 22 ,062 分担金及負担金

21,593 61,253 22,960 △ 38 ,293

うち委託料 94,170 95,236 90,090 △ 5,146 都支出金

0 0 0 0

物件費 117,143 158,048 142,937 △ 15 ,111 国庫支出金

B B-A

行

政

費

用

人件費 14,290 14,483 19,823 5,340

行

政

収

入

地方税

2013年度 2014年度 2015年度 差額

A B B-A A

成

果

の

説

明

◆中学校施設における屋内環境の改善を図り、より快適な教育環境を整備するため、中学校2校のトイレ改修設計業務委託を行いました。

◆航空機による騒音を防止、軽減するため、中学校1校の1年度目工事に着手しました。

◆建物の外部を中心とした改修を行うことで、建物の長寿命化、エネルギー効率の向上、非構造部材の耐震化を図るため、中学校1校の中規模改修工事を行

いました。

◆中学校の維持保全のため、2015年度は年間99件あまりの修繕・工事を行いました。

勘定科目
2013年度 2014年度 2015年度 差額

勘定科目

実績 2 3 3 (2019年度)
防音工事実施校 校

目標 (2) (3) (3) 4 防音工事完了校

（工事が複数年度にわたる場合は完了年度に加算）

実績 3 4 4 (2017年度)

10 中学校トイレ改修事業校数（新築・改築・防音工事等により

改修の10校を除く）トイレ改修事業実施校 校
目標 (3) (4) (4)

Ⅱ.2014年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

◇施設の老朽化対策に係る費用は、年々増加が予想されます。老朽化対策としては、大規模改修等による施設の長寿命化や改築が考えられます。今後の整備を

効率的に行うために、補助制度を積極的に活用し、財源の確保に努めるとともに、優先順位を設け必要性の高い施設から整備を行っていくことが課題となります。そ

の際には、個別の学校の状況だけでなく、児童数の推移や社会的な動向も鑑み、総合的に検討する必要があります。

◆維持補修費や委託料については法令や制度の変更、社会的な要請の変化により増加の傾向にありますが、それぞれの内容を精査し、効率的に行っていく必要が

あります。

成果指標名 単位 区分 2013年度 2014年度 2015年度 目標(達成時期) 成果指標の定義

中学校数 20 20 20

4:その他型

事業

目的

学校施設を安全で快適な教育環境に整備することで、学校関係者および地域住民にとって、安全で安心して利用できる施設にします。

基本

情報

根拠法令等

2013年度 2014年度 2015年度

2015年度 事業別行政評価シート 部名 学校教育部 主管課名 施設課

歳出目名 学校施設費 特定事業名 中学校施設事業 事業類型

この事業が、誰の

ためにどのように

役立つのかを簡

潔に記載していま

す。

行政コスト計算書

に計上されている

特徴的な勘定科

目について、決算

額の主な内訳と主

な増減理由を記載

しています。

行政コスト計算書

の特徴的事項

事業の効率性を

分析するためや、

事業のボリューム

を把握するため、

単位あたりのコス

トを算出していま

す。

事業別行政評価シートの記載内容

事業の全体的な

成果を表す指標

について、目標と

実績に分けて記

載しています。

併せて、成果の

説明をしています。

事業目的

単位あたり

コスト分析

事業の成果
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④貸借対照表 （単位:千円）

⑤貸借対照表の特徴的事項

Ⅴ.財務構造分析 Ⅵ.個別分析

▽行政費用の性質別割合 ▽

（千円） （主に130万円以下の緊急修繕及び維持工事費）

▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅶ.総括

①成果および財務の分析

1.7

◆中学校2校の温水プール吊天井改修工事及び中学校1校の温水プール非構造部材耐震化工事を行いました。これにより全市立中学校の体育館・温水プール等

の屋内大規模空間の非構造部材耐震化工事は完了しました。

◆中学校2校のトイレ改修設計業務委託を行いました。

◆施設の老朽化による不具合が多い中、中学校の維持保全のため、2015年度は年間99件あまりの修繕・工事を行いました。

◆大規模な維持補修工事が2014年度に比べて減少したことにより、維持補修費は減少していますが、小規模な緊急修繕及び維持工事費は増加しており、今後も

増加することが予想されます。

◆委託対象や内容の見直し等により委託料が減少しました。
②2015年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

◇施設の老朽化対策に係る費用は、年々増加が予想されます。老朽化対策としては、大規模改修等による施設の長寿命化や改築が考えられます。事業の実施に

は補助制度の活用が不可欠ですが、国の財政事情等から国庫補助の採択状況は厳しさを増しております。今後も効率的・計画的な施設整備を行っていくために、

引き続き財源の確保に努めるとともに、優先順位を設け必要性の高い施設から整備を行っていくことが課題となります。その際には、個別の学校の状況だけでなく、児

童数の推移や地域・社会的な動向も鑑み、総合的に検討する必要があります。

◆委託料については内容を精査し、見直しを行いましたが、安全で快適な教育環境を維持できるよう影響を注視していく必要があります。

2014年度 特定事業　合計 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

2015年度 特定事業　合計 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 1.7

0.5 0.0

0.0 0.0

中学校施設整備事業 0.5

0.8 1.7

中学校営繕事業 1.0 1.0 0.0

(短時間) 合計 合計

内

訳

中学校施設費事業 0.8

中学校の修繕・維持工事費

業務内容 常勤
再任用 再任用

嘱託 臨時
2015 2014

(フルタイム)

主な

増減理由

堺中学校校庭整備工事完了により81,066千

円増加。

金井中・小山田中学校校庭芝生整備工事

完了により81,153千円増加。

主な

増減理由

真光寺中学校中規模改修（エコ改修）工

事完了により290,255千円増加。

鶴川中学校温水プール非構造部材耐震

化工事完了により40,800千円増加。

主な

増減理由

南中学校防音及びトイレ改修工事（債務

負担）により259,548千円増加。

堺中学校外1校トイレ改修工事設計業務

委託により7,657千円増加。

決算額の

主な内訳

小山田中学校　　　　158,252千円

堺中学校　　　　　　　　81,067千円

真光寺中学校　　　　　54,650千円

成瀬台中学校　　　　　48,380千円

小山田中学校　　　　　46,484千円

山崎中学校　　　　　　　45,080千円など

決算額の

主な内訳

鶴川中学校　　　　　4,346,246千円

南中学校　　　　　　　2,941,606千円

忠生中学校　　    　2,753,888千円

町田第一中学校　　2,748,694千円

小山中学校　　　　　2,505,448千円

堺中学校           1,863,985千円など

決算額の

主な内訳

南中学校防音及びトイレ改修工事

　　　　　　　　　　　　274,020千円

堺中学校外1校トイレ改修工事設計業務

委託　　　　　　　　　　7,657千円

町田第二中学校外1校校庭芝生化設計

業務委託　　　　　　　1,512千円

勘定科目 工作物(事業用資産) 勘定科目 建物(事業用資産) 勘定科目 建設仮勘定

25,956,330 434,310

資産の部合計 32,582,621 32,631,056 48,435 負債及び純資産の部合計 32,582,621 32,631,056 48,435

その他の固定資産 26,422 15,700 △ 10,722 純資産の部合計 25,522,020

建設仮勘定 38,282 283,189 244,907

無形固定資産 0 0 0

6,674,726 △ 385,875

工作物(取得価額) 0 0 0 純資産 25,522,020 25,956,330 434,310

0 0 0

土地 0 0 0 負債の部合計 7,060,601

イ

ン

フ

ラ

資

産

有形固定資産 0 0 0 長期前受金

工作物減価償却累計額 0 0 0

4,977 △ 10,723

無形固定資産 0 0 0 繰延収益 0 0 0

退職手当引当金 13,466 17,569 4,103

工作物減価償却累計額 △ 478,093 △ 488,625 △ 10,532 その他の固定負債 15,700

△ 382,177

建物減価償却累計額 △ 18,453,680 △ 19,195,057 △ 741,377 地方債 6,336,628 5,961,071 △ 375,557

10,723 10,723 0

建物 (取得価額) 34,103,867 34,507,806 403,939 固定負債 6,365,794 5,983,617

賞与引当金 692 928 236

土地 16,674,359 16,674,359 0 その他の流動負債

固

定

資

産

事

業

用

資

産

有形固定資産 32,517,917 32,332,167 △ 185,750

工作物 (取得価額) 671,464 833,684 162,220

0

その他の流動資産 0 0 0 地方債 683,392 679,458 △ 3,934

694,807 691,109 △ 3,698

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0

流

動

資

産

未収金 0 0 0 流動負債

2014年度末 2015年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-Ａ Ａ Ｂ Ｂ-Ａ
勘定科目

2014年度末 2015年度末 差額
勘定科目

0.019

人件費

0.014

人件費

0.015

人件費

0.14

物件費

0.158

物件費

0.119

物件費

0.084

維持補修費

0.107

維持補修費

0.13

維持補修費

0.75

減価償却費

0.719

減価償却費

0.736

減価償却費

0.007

その他

0.002

その他

0

その他

2015

2014

2013

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

貸借対照表に計上さ

れている特徴的な勘定

科目について、決算額

の主な内訳と主な増減

理由を記載していま

す。

貸借対照表の

特徴的事項

事業類型ごとの個別分

析を行います。ここで

は、修繕・維持工事費

をグラフにしています。

個別分析

当年度の取組みを振り返り、成果と財務情報

を交えて総括をしています。

成果および財務の分析

「成果および財務の分析」を受けて、組織の使

命を実現するための課題を記載しています。短

期的な課題は”◆”で、中長期的な課題は”◇”

で記載されています。

「成果および財務の分析」を踏まえた

事業の課題

行政費用の性質別割

合をグラフで示すこと

により、どのような費

用が中心の事業であ

るかがわかります。

また、３ヵ年の棒グラフ

にすることにより、経

年比較をすることがで

きます。

行政費用の

性質別割合

事業の成果と人員の

情報を対比することに

より、成果に見合った

人員かどうかの分析

や、人員の種別が適切

かどうかを分析します。

※特定事業の人員は、歳出目

の人員に対し、その事務量を参

考に算出した按分率に基づいて

算出しています。

事業に関わる人員

13



 

 

＜受益者負担比率算定方法＞ 

指定管理者が利用料金を収入している場合の、本書における受益者負担比率は以下の算定方法

で求めています。 

 

この算定方法を2013年度、2014年度の数値に反映させている場合があります。 

※行政費用は、行政コスト計算書における、人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、減

価償却費、不納欠損引当金繰入額、賞与・退職手当引当金繰入額の合計です。 

 

＜過去の誤謬の修正再表示＞ 

 本市が前会計年度において開示した課別・事業別行政評価シートの「事業の成果」、「事業に関

わる人員」等に誤りがありました。前会計年度の課別・事業別行政評価シートの数値は、この誤

謬を修正するために修正再表示しています。 

 

＜課別・事業別行政評価シート作成単位の組替えについて＞ 

・組織改正等により、前会計年度以前の課別・事業別行政評価シートを変更して作成しているも

のがあります。 

 

・歳出目や特定事業の見直しにより、前会計年度以前の課別・事業別行政評価シートを組替えて

作成しているものがあります。 

 

＜当会計年度新設特定事業について＞ 

当会計年度の事業別行政評価シートから新設した特定事業については、適正なコストとするた

め、単位あたりコストを計算する際に、行政費用小計から当会計年度期首想定の賞与・退職手当

引当金相当額を控除して計算をしています。 

 

＜端数処理について＞ 

・行政コスト計算書上の減価償却費と、貸借対照表上の各減価償却累計額の差額の合計は端数処

理により、一致しない場合があります。 

  

・行政コスト計算書と貸借対照表は勘定科目をわかりやすく表示するため整理して表示していま

す。そのため端数処理により、各勘定科目の決算額を合計しても、小計欄や合計欄、各収支差額

欄と一致しない場合があります。 

 

 

 

 

受益者負担比率（％） ＝
指定管理者の利用料金収入

指定管理者の支出＋行政費用
※
（指定管理委託料を除く）

×100

課別・事業別行政評価シートに係る注記 
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＜組織改正＞ 

2015年 4月 1日に組織改正を行いました。主な改正に関しては以下のとおりです。 

・いきいき生活部、保健所（旧、いきいき健康部） 

 保健所の機能を特化するため、いきいき健康部から関連業務を独立させ、部として「保健所」

を設置しました。保健所には企画総務を担当する「保健総務課」、市民の健康増進を支援する「健

康推進課」、地域の特性や、市民一人ひとりに合った保健活動を行う「保健予防課」、ペットの飼

育や、快適で安全な生活環境の実現を支援する「生活衛生課」を設置しました。 

 また、保健所が保健衛生と健康に関する業務を担うことに伴い、「いきいき健康部」から「いき

いき生活部」へ、「健康総務課」から「いきいき総務課」へ名称を変更しました。 

 

・子ども生活部 

子ども・子育て支援新制度への対応とともに、子どもと家庭への支援体制を強化するため、「子

育て支援課」を再編しました。保育園、幼稚園、認定こども園等の利用手続きや、これらの施設

に関する業務を担当する「保育・幼稚園課」、地域の子育て支援や、市立保育園、地域子育て相談

センターに関する業務を担当する「子育て推進課」を設置し、子どもと家庭に関する相談や、子

どもの虐待防止の相談業務を強化するため、「子ども家庭支援センター」を係から課に変更しまし

た。 

 また、青少年育成事業を一体的に推進するため、「ひなた村」を「児童青少年課」に統合しまし

た。 

 

・都市づくり部 

建築開発業務の体制を強化するため、建物住宅対策課で行っていた建築物の違反是正業務を「建

築開発審査課」へ移管しました。移管に伴い、「建物住宅対策課」を住宅施策に特化した体制とす

るため、「住宅課」へ名称を変更しました。 
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